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はじめに 

 
国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構において、制度評価は、被評価案

件ごとに当該技術等の外部専門家、有識者等によって構成される分科会を研究評価委員会の

下に設置し、研究評価委員会とは独立して評価を行うことが第４７回研究評価委員会におい

て承認されている。 

 
本書は、「戦略的次世代バイオマスエネルギー利用技術開発事業」の事後評価報告書であ

り、ＮＥＤＯ技術委員・技術委員会等規程第３２条に基づき、研究評価委員会において設置

された「戦略的次世代バイオマスエネルギー利用技術開発事業」（事後評価）制度評価分科

会において確定した評価結果を評価報告書としてとりまとめたものである。 

 
 
 

平成３０年３月 
国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 
研究評価委員会「戦略的次世代バイオマスエネルギー 

利用技術開発事業」（事後評価）制度評価分科会 
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審議経過 

 
● 分科会（平成２９年１２月２０日） 

公開セッション 
１．開会、資料の確認 
２．分科会の設置について 
３．分科会の公開について 
４．評価の実施方法について 
５．制度の概要説明 

非公開セッション 
６．全体を通しての質疑 

公開セッション 
７．まとめ・講評 
８．今後の予定、その他、閉会 
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第 1章 評価 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

この章では、分科会の総意である評価結果を枠内に掲載している。なお、枠の下の箇条

書きは、評価委員の主な指摘事項を、参考として掲載したものである。 
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１．位置づけ・必要性について 

輸送用燃料や発電・熱利用に関するバイオマスエネルギーの実用化という重要な政策

を推進するため、本開発事業の制度の意義は明確であり、目的・目標は妥当と考えられ

る。現状では石油価格が低迷しておりバイオマス燃料の普及拡大が進展する状況とは言

えないが、将来のエネルギーセキュリティーを確保するため、あるいは環境を重視した

市場に備えるという意味ではこのような高度な技術開発の蓄積は重要である。 
一方、新しい市場創出が必要でありその複雑性も当初から判明しており、NEDO 事業

の範疇から外れるかもしれないが、物流、周辺インフラ整備、さらには法規制整備、標

準化などについても並行して検討、あるいは具体的な推進をしておくべきであった。ま

た、2030 年までの段階的且つ継続的な技術開発ロードマップを想定した上で、2030 年

超にわたる中長期ビジョンにおける当該制度の位置付けの明確化が望まれる。 

 
〈肯定的意見〉 
・バイオマスエネルギーの実用化という重要な政策を推進するため、本開発事業の制度の意

義は明確であり、目的・目標は妥当と考えられる。 
・本事業の開始時は、バイオマス燃料の市場性については不透明な状況であったにもかかわ

らず、代替エネルギー確保、再生可能エネルギー技術の蓄積という点では公的資金を投入

して進めるべき事業であったと言える。現状では石油価格が低迷しており、この市場では

バイオマス燃料の普及拡大が進展する状況とは言えないが、将来のエネルギーセキュリテ

ィーを確保するため、あるいは環境を重視した市場に備えるという意味ではこのような高

度な技術開発と蓄積は重要であると言える。さらには、このよう技術を保有していること

によって、石油価格の過剰な変動を抑制するというような潜在力があるとも言える。 
・実施期間を通じて総体的に、政策における「制度」の位置付けは十分明らかにされている。

政策、市場動向、技術動向等の観点からみても、「制度」の必要性は明らかにされている。

NEDO が「制度」を実施する必要性も十分明らかにされている。 
・我が国の政策に基づき、当該事業（7 年間の執行額約 82 億円、のべ実施件数 125 件）を

通して、我が国の輸送用燃料や発電・熱利用に関するバイオマスエネルギーや、バイオロ

ジカルなバイオエネルギーの生産技術が、産（のべ約 50 企業）学（のべ約 30 大学）にお

いて培われ、そのうち数テーマが 2030 年実用化に向けた新たな技術開発フェーズに移行

されている事は、「制度」全体として高く評価されるべきと思われる。 
・バイオマスエネルギーの導入促進が叫ばれている現在、要素技術の開発及び実用可能なバ

イオマス利用技術の幅を広げ、バイオマスエネルギー導入の拡大に寄与するという目的も

至極妥当なものである。 
・次世代技術開発では、BTL 及び微細藻類由来の液体燃料製造の要素技術の開発に絞って

いる点、実用化技術開発では、ビジネスベースに乗るレベルまで設備導入コスト及びラン

ニングコストを低減する開発を行う、という目標は理解できるし、妥当である。 
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〈改善すべき点〉 
・本事業自体については問題が無いが、重要な政策が明示された後に、NEDO がそれを推

進する事業を実施するのであれば、既に重要課題と認識されている開発テーマを設定する

ことになる。可能であれば、そのような事業のみを実施するのではなく、最先端の課題を

解決する事業あるいは新たに課題を提案するような事業も推進できるような制度設計が

望まれる。 
・新しい市場創出が必要でありその複雑性も当初から判明しており、原料収集、中間処理、

燃料変換といった要素技術開発だけでなく、物流、周辺インフラ整備、さらには法規制整

備、標準化などについても平行して検討、あるいは具体的な推進をしておくべきであった。

CO2 削減や持続性のあるエネルギーの確保というような従来にはなかった市場価値をも

って流通・消費する経済構造、社会構造など、社会技術に関わる課題となって従来の

NEDO 事業の範疇から外れるかもしれないが、民間企業や団体などで扱える課題でもな

く、政府や公的機関で検討して行くべきと思われる。 
・目標は理解できるが、次世代技術開発では、もう少し突っ込んでバイオ燃料の価格の数値

目標が設定されても良かった。その理由は、石油由来の燃料価格は変動するとは言え、目

標値が設定された場合、高価格に成らざるを得ない要因の技術的な解決にもっと集中でき

るからである。 
・目標において、「2030 年頃のバイオ燃料の本格的増産が見込まれる」としながらも、2030
年までの段階的且つ継続的な技術開発ロードマップが想定しきれていないと思われるの

で、2030 年超にわたる中長期ビジョンの策定の中に当該「制度」が位置付けられると、

委託先にも理解が得られると思われる。 
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２．マネジメントについて

公募の実施及び実績、採択方法などは問題なく、ステージゲートの採用などテーマ実

施に係るマネジメントも適切である。また、開発の方向性を確認し、アドバイスを行う

ための推進委員会の開催も意義があった。技術開発テーマを次世代研究開発と実用化研

究開発に分類したことは妥当であり、また、次世代研究開発において、産学連携の有無

に応じて負担額を変えた事は評価される。

一方、新たな市場を創出する制度であるので、石油価格に対応したコスト目標に囚わ

れることなく、市場整備のための要因となるような課題や目標を設定すべきであった。

また、テーマの研究期間を 2 年単位に固定しているが、ハイリスクな次世代研究開発に

ついては単位期間を延長する仕組みがあっても良かった。

〈肯定的意見〉

・マネジメントについては概ね妥当であったと評価できる。公募の実施及び実績、採択方法

などは問題なく、ステージゲートの採用など研究開発のマネジメントも適切である。また、

開発の方向性を確認し、アドバイスを行うための推進委員会の開催も意義があったと考え

られる。

・「制度」の枠組み: 「制度」の内容（応募対象分野、応募対象者、開発費、期間等）は概ね

妥当であった。「テーマ」の契約・交付条件（研究期間、「テーマ」1 件の上限額、NEDO
負担率等）も概ね妥当であった。

・当該「制度」における技術開発テーマを次世代研究開発と実用化研究開発に分類し、負担

率を変えて、延べ 125 にも及ぶ事業を支援された事は、「目的・目標」の完遂に資するべ

き妥当な対応と思われる。また、次世代研究開発において、産学連携の有無に応じて負担

額を変えて支援された事は、評価されると思われる。

・「テーマ」発掘のための活動は妥当であった。公募実施の実績もいつもの方式ではあるが、

妥当であった。採択審査・結果通知の方法も妥当であった。

・公募や採択審査、採択件数などについては妥当であったと言える。

・研究開発成果の普及に係る活動は妥当であった。「テーマ」実施に係るマネジメントは妥

当であった。特に次世代技術開発の推進委員会の構成が技術有識者であったのは非常に良

いマネジメントであったと感じる。

・ステージゲートを実施し、目標未達や達成困難な課題については中止、有望な事業につい

ては計画拡大したとのことで、随時取捨選択をしており効率的なマネジメントをしたと言

える。

・推進委員会の仕組みは他の開発制度においても検討に値する。

〈改善すべき点〉

・応募対象分野に多少の改善の余地があると感じた。例えば、22FY に石炭火力へのバイオ

マス混焼技術を取り上げているが、バイオマス発電そのものの開発、例えばペレット化等

が先決と思われる。なぜなら、石炭火力発電は日本が最先端技術を有しているが、世界的
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に脱炭素社会に向かっている現在、たとえバイオマス混焼であっても高い評価を受け難い

と思われるからである。 
・研究期間に改善の余地があると感じた。例えば、研究期間を次世代研究開発も基本 2 年間

としているが、原則 3 年（より長期となる）とし、2 年後に中間審査を行い、打ち切る場

合もあれば、延長する場合（最大 4 年間延長）もあるに変更した方が良かったと思われ

る。それによってじっくり、長期的に研究開発できる環境づくりができるように思われる。 
・「ハイリスクな次世代研究開発」成果が、2 年間で得られる（審査により 2 年延長はあっ

ても）とは思われにくいので、限られた予算の制約やステージゲートの実施は理解してい

るものの、研究者の立場に立てば、単位期間の延長が望まれると思われる。 
・石油価格に対応したコスト目標の設定は事業化のためには必要な目標ではあるが、石油価

格変動もありこの目標値に囚われ過ぎるのはあまり意味がなかったのではないかと思わ

れる。製品の市場化のため従来品に対応できるコストダウンは事業化を目指す企業にとっ

ては必須であるが、新たな市場を創出する政府主導のプロジェクトであるので市場整備の

ための要因となるような課題や目標を設定すべきではなかったかと思われる。 
・各ステージゲートで継続に至らなかったテーマにおいても、追跡調査等から、敗者復活的

な技術開発を可能とする事業が、技術領域の継続的な底上げには必要であると思われる。 
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３．成果について  

高い成果が得られている。開発の継続及び市場化が実現しているテーマが多くあり、

目標を達成し、今後の波及効果も期待できる。特に、新規の触媒を用いた Fischer-
Tropsch（FT）合成反応設備でのバイオジェット燃料システムの研究開発が「バイオジ

ェット燃料生産技術開発事業」へ、乾式メタン発酵技術が「バイオマスエネルギーの地

域自立システム化実証事業」へ継承されているので最終目標を達成したと言える。コス

トだけでなくエネルギー収支や転換効率なども評価しており妥当である。 
一方、再生可能エネルギーとしての付加価値を評価できるような指標の構築が望まれ

る。カーボンプライシングなどの設定・合意はまだ進んでいないが、仮定してでも評価

の基準としたい。 

 

〈肯定的意見〉 
・次世代技術開発では、目標は 2030 年頃本格的増産が見込まれる BTL, 微細藻類由来の

液体燃料製造の要素技術を開発するとしている。その中で、新規の FT 合成反応設備（特

許化されている事を期待する）でのバイオジェット燃料システムの研究開発が、「バイオ

ジェット燃料生産技術開発事業」へ継承されているので、最終目標を達成したと言えよう。 
・実用化技術開発では、ビジネスベースに乗るレベルまで設備導入コスト及びランニングコ

ストを低減する開発を行うとしている。その中で、乾式メタン発酵技術が「バイオマスエ

ネルギーの地域自立システム化実証事業」へ継承されているので、最終目標を達成したと

言えよう。 
・次世代技術開発においてテーマの 89%が、実用化技術開発において同 83%が、研究を継

続している事は評価されるべきと思われる。また、当該「制度」から、特許・論文等の波

及効果と共に、更にバイオ燃料の実用化に特化した「バイオジェット（略）」、「地域自立

システム（略）」事業に、次世代技術開発・実用化技術開発テーマが継承されている事は、

評価されるべきと思われる。 
・達成度評価については、コストだけでなくエネルギー収支や転換効率なども評価してきた

とのことで妥当であったと言える。変換プロセスとして効率的でないものは排除するよう

な評価をしてきたようで評価できる。 
・高い成果が得られていると考えられる。開発の継続及び市場化が実現しているテーマが多

くあり、最終目標を達成し、今後の波及効果が期待できると評価できる。 

 
〈改善すべき点〉 
・次世代技術開発における目標は 2030 年頃本格的増産が見込まれる BTL, 微細藻類由来

の液体燃料製造の要素技術を開発するとしている中で、微細藻類由来の液体燃料製造の要

素技術開発も 1 案件が「バイオジェット燃料生産技術開発事業」へ継承されており、一見

最終目標を達成したように見える。しかし、この開発方向では、先行している欧米に対抗

できる技術となるには困難と感じる。糖などを加える従属栄養増殖をエネルギー消費大と

して片付けているがこの点に疑問を生じる。例えば、オープンポンド方式でも夜間に液体
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燃料精製行程で排出される有機排水で従属栄養増殖可能と考える。そうすれば、藻体の生

産性を大きく上げる事が可能となり、欧米技術に対抗できる。何よりもこの案件では使用

藻類の特許化あるいは改良方法の特許化は必須である。 
・再生可能エネルギーとしての付加価値を評価できるような目標設定が望まれる。再生可能

エネルギーは、CO2 削減とか持続的生産が可能というような付加価値を持っており、こ

のような価値の定量化は困難ではあるが、何らかのシナリオ（カーボンプライシングなど

の設定・合意はまだ進んでいないが、仮定してでも評価の基準としたい）を設定して評価

できるようにするようなことも考えられる。 
・より具体的な波及効果については、今後の期待であるが、可能な限り研究開発成果を確認

して、具体的な波及効果を数値化することが望ましい。 
・次世代技術開発においてテーマの 11%が、実用化技術開発において同 17%が、研究を中

止している事の原因や、「研究継続」内容等を分析・評価する事が必要であると思われる。

当該分析内容は、他の事業に反映する事が必要であると思われる。また、「製品化」、「上

市」の定義が明らかでないが、カタログに記載されるようなエンジニアリング機器ではな

いと思われるので、定義の明確化が必要であると思われる。 
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４．総合評価／今後への提言 

バイオマスエネルギーの実用化は引き続き重要な政策課題である。推進委員会の開催

やステージゲートの採用など適切なマネジメントのもと行われた本事業は、バイオ燃料

の実用化にとどまらず、我が国のバイオ燃料生産技術の発展にも貢献し、高い成果を達

成した。バイオマス燃料の市場性を考えた場合、国内では石油系燃料に代替できるほど

の生産量は期待できないが、海外での原料調達や燃料化生産による国際連携産業の構築

が期待できる。 
新しい市場創出のため、今後は、周辺インフラ整備や標準化などへの取組が重要であ

る。石油価格に対応したコスト目標に囚われるよりも、再生可能エネルギーとしての付

加価値の評価指標の構築に踏み込むべきである。また、2030 年におけるバイオ燃料の実

用化を目指し、実証事業や技術開発事業はもとより、NEDO 事業の範疇から外れるかも

しれないが、事業者支援事業やバイオ燃料の固定価格買取制度（FIT）化、認証支援事

業等を総合的に推進する事が必要である。 
原料生産、中間処理での各要素技術はバイオマテリアルやバイオケミカルなどバイオ

マスの持つ多様な付加価値や機能を活かした製品を生み出す可能性が大きく、高い波及

効果が期待され、その意味でも本事業は意義があった。 

 

〈総合評価〉 
・バイオマス燃料の市場性を考えた場合、国内では大量の原料生産は期待できず、石油系燃

料に代替できるほどの生産量は期待できないが、原料の海外調達、海外での燃料化生産と

いう体制も考えられる。国際連携産業として構築することも期待でき、海外諸国と連携し

たエネルギーセキュリティーを検討する上で重要な技術蓄積がなされたと言える。また、

日本政府や民間企業がこのような技術を保有しておくことはエネルギー外交上の手札と

も言え、その価値は高いと思われる。 
・妥当なマネジメントが行われ、概ね高い成果が得られたと評価できる。 
・我が国の輸送用燃料の低炭素化に資する技術開発が、長期間、多岐のテーマに及んで支援

されたのは、バイオ燃料の実用化のみならず、我が国のバイオ燃料生産技術の発展に貢献

されたと評価できると思われる。 

・次世代技術開発では、BTL 及び微細藻類由来の液体燃料製造の要素技術の開発する目標

に対して、新規の FT 合成反応設備でのバイオジェット燃料システムの研究開発が、「バ

イオジェット燃料生産技術開発事業」へ継承されている事及び微細藻類由来の液体燃料製

造の要素技術開発も１案件が「バイオジェット燃料生産技術開発事業」へ継承されている。

また、実用化技術開発では、ビジネスベースに乗るレベルまで設備導入コスト及びランニ

ングコストを低減する開発を行う目標に対して、乾式メタン発酵技術が「バイオマスエネ

ルギーの地域自立システム化実証事業」へ継承されている。このように全部で 40 件の採

択案件の中で、数件が次のステップへ移行できたのは、大いに目標を達成したと言える。 
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〈今後への提言〉 
・原料生産、中間処理での各要素技術は他用途、例えばバイオマテリアルやバイオケミカル

という製品や市場への展開も期待できる。エネルギー生産よりも高付加価値な製品生産、

あるいは新事業創出にもつながり、PDCAのA段階としての動きを新たな分野への展開、

課題創出として展開したい。バイオマス資源は化石資源や鉱物資源を主体に扱ってきた従

来のエネルギー産業や素材産業に代わり、新たな基幹産業の資源とも言われている。再生

可能な資源であることは環境負荷を増大させない製品の普及になり、さらにはバイオマス

の持つ多様な付加価値や機能を活かした製品を生み出す可能性が大きい。従来の基幹産業

（石油化学、製紙、金属素材など）は近年では新興国の台頭が激しく日本の国際競争力が

低下してきていると言われ、新たな高付加価値製品を生み出す産業への転換が模索されて

いる。 
・本事業はバイオマスエネルギー開発を進めてきて、前述のエネルギーセキュリティーの確

保という価値はある程度確保されているが、このような他分野への展開は融合分野、学際

分野の創出につながり、科学技術基本計画で謳われているオープン・サイエンス、オープ

ン・イノベーションへ展開していきたいところである。 
・2030 年におけるバイオ燃料の実用化を目指し、実証事業や技術開発（基礎から応用まで）

事業は言うに及ばず、事業者支援事業やバイオ燃料の FIT 化、認証支援事業を含めた取

り組みを継続的に実施する事が必要だと思われる。 

・高い成果が得られた理由をマネジメント面からも検証し、他の開発制度にも反映すること

が望まれる。 
・微細藻類由来の液体燃料製造の要素技術開発の 1 案件が「バイオジェット燃料生産技術開

発事業」へ継承されている。しかし、このままの開発方向では、欧米に対抗できる技術と

なるには困難と感じる。糖などを加える従属栄養増殖をエネルギー消費大として片付けて

いるがこの点に疑問を生じる。例えば、オープンポンド方式でも夜間を油脂生成行程で排

出される有機排水で従属栄養増殖可能と考える。そうすれば、藻体の生産性を大きく上げ

る事が可能となり、欧米技術に対抗できる。何よりもこの案件では使用藻類の特許化ある

いは改良方法の特許化は必須である。 
・実用化技術開発では、ビジネスベースに乗るレベルまで設備導入コスト及びランニングコ

ストを低減する開発を行う目標に対して、乾式メタン発酵技術が独自の横型乾式メタン発

酵装置で「バイオマスエネルギーの地域自立システム化実証事業」へ継承されている。素

晴らしい事だと思う。しかし、この装置では、汚泥等の投入量が増加した場合、アンモニ

ア阻害により、対応できないと思う。汎用化を図るためには、オプションとして、アンモ

ニア除去装置を設置する必要がある。なぜなら、どの地域でも汚泥排出量が一番多量だか

らである。 

 
 



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

第２章 評価対象事業に係る資料 
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１．事業原簿 
次ページより、当該事業の事業原簿を示す。 
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事業原簿 

作成：平成２９年１２月 

上位施策等

の名称 

新･国家エネルギー戦略、エネルギー基本計画 

Cool Earth-エネルギー革新技術計画、バイオマス活用推進基本計画 

事業名称 バイオマスエネルギー技術研究開発／戦略的次世代

バイオマスエネルギー利用技術開発事業 

PJ コード： 

P10010 

推進部 新エネルギー部 

事業概要 バイオマスエネルギーを早期に導入拡大するため、２つの事業フェーズにつ

いて大学･民間企業等から研究テーマを募り研究開発を実施し、バイオマスエ

ネルギー利用に関わる技術を戦略的に開発する。 

1)2030年ごろ本格的増産が見込まれるBTLおよび微細藻類由来の液体燃料製造

の要素技術を開発する。 

低コスト化のため基礎研究に遡った改良が必要なバイオマス利活用技術も対

象とする。（次世代技術開発） 

2)周辺技術や要素技術の不足により実用化が遅れている既存技術を対象とし

て、事業化に資する技術開発を行う。（実用化技術開発） 

事業期間・ 

開発費 
事業期間：  平成２２年度（2010）～２８年度（2016） ７年間 

契約等種別： 開発リスクに応じて、負担率を変えて支援した。 

1) 次世代研究開発；  委託事業（NEDO 負担率 1/1） 

但し、産学連携でないものは共同研究事業（NEDO 負担率 2/3） 

負担額上限 60 百万円/年/ﾃｰﾏ（産学連携でないもの 40 百万円/年･件） 

基本２年間  審査により２年間延長 

2) 実用化研究開発；  共同研究事業（NEDO 負担率 2/3） 

事業期間は２～４年の間で選択、３年目以降は進捗状況により決定 

初期 2年間、合計の負担額上限 240 百万円/2年/ﾃｰﾏ 

初期 2年間、各年度の負担額上限 140 百万円/年/ﾃｰﾏ 

その後 2年間、負担額上限 54 百万円/年/ﾃｰﾏ 

但し、期間および負担額上限を平成 23 年（2011）に見直した。 それ以前、 

平成 22 年度（2010）採択分は、 

1)次世代研究開発； 1～2 年目 30 百万円／年 

2)実用化研究開発； １年目 90 百万円／年 

2 年目 124 百万円／年 

対象： 

原則、本邦の企業等で日本国内に研究拠点を有していること。但し、国外企

業等の特別の研究開発能力、研究施設等の活用あるいは国際標準獲得の観点か

ら国外企業等との連携が必要な部分はこの限りではない。 

勘定区分： エネルギー需給勘定 

 

資料６－１ 
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*1；加速（増額）を含む 

*2；加速（延長）を含む 

［単位：百万円］ 

 公募採択件数 のべ実施件数 予算額 執行額 

平成22年度 

（2010） 

次世代：９件 

実用化：４件 

次世代：９件 

実用化：４件 
542  420  

平成23年度 

（2011） 

次世代：７件 

実用化：４件 

次世代：16 件 

実用化：８件 
1,576  1,189  

平成24年度 

（2012） 

次世代：８件 

実用化：２件 

次世代：20 件 

実用化：９件 
2,000  1,781  

平成25年度 

（2013） 

次世代：４件 

実用化：２件 

次世代：21 件 

実用化：６件 
1,800  1,485  

平成26年度 

（2014） 

 次世代：13 件 

実用化：５件 
1,220  1,352

*1
 

平成27年度 

（2015） 

 

 

次世代：７件 

実用化：３件 
1,120  1,303

*1
 

平成28年度 

（2016） 

 

 

次世代：３件 

実用化：１件 
400  635

*2
 

合計 
次世代：28 件 

実用化：12 件 

次世代：89 件 

実用化：36 件 
8,658  8,165  

位置付け・

必要性 

(1)根拠 

①政策的位置付け 

平成20年（2008）3月、経済産業省から出た「Cool Earth-エネルギー革新技術

計画」ではバイオマスからの輸送用代替燃料製造が掲げられ、バイオマスの

エネルギー利用の重点的な研究開発の必要性があった。 

平成22年（2010）6月に閣議決定された「エネルギー基本計画（第3次）」、平成

22年12月に閣議決定された「バイオマス活用推進基本計画」においては、積

極的なバイオマスのエネルギー利用がうたわれた。 

東日本大震災後、平成26年（2014）4月に見直された「エネルギー基本計画（第

4次）」では更なるエネルギー利用推進が求められ、研究開発のニーズは増大

した。 

②社会的背景／市場動向／技術開発動向上の位置付けおよび必要性 

・社会的背景 

エネルギー需要が高まる中でのCO2削減は切迫した人類の課題であり、バイ

オマスのエネルギー活用は有効な方策として世界規模で実施されている。 

我が国においても、バイオマスの積極的活用は 持続可能な発展型社会構築

のために重要であり、国の組織的な取り組みが求められている。 

バイオマスの活用促進はエネルギー問題の解決のみならず、未利用資源の有

効活用、地産地消型エネルギーの利用拡大による地域活性化への貢献の期待

も大きい。 

・市場動向の観点 

海外で、セルロース系バイオマスからの液体燃料製造（BTL）の商用プラント

が建設されている。 

代替ジェット燃料に対するニーズは大きく、BTLあるいは微細藻由来等から
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のバイオジェット燃料の製造技術開発が期待されている。 

IEAロードマップにおいて、BTLは2030年頃にセルロース系エタノールと同

等の製造コストになると想定されている。 

・技術開発動向の観点 

微細藻由来バイオ燃料製造技術は、米国を中心に大規模プロジェクトが実施

されている。 

我が国におけるバイオマスエネルギー技術開発動向における位置づけは以下

のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ③ NEDO が実施する意義 

バイオマスのエネルギー利用促進および輸送用燃料代替のための次世代バイ

オ燃料の開発は、 

・ＣＯ2削減、エネルギーセキュリティの観点から社会的要求の高い課題

である。また、コスト低減、循環システム・経済、新たな市場・産業の

創出にかかる複雑性等もあり、企業単独で推進にするには実施が困難

（研究開発のリスクが高く、実用化に至るまでの投資が多額等） 

このため、障壁となっている技術課題の解決にNEDOが関与する必要がある。 

(2)目的 

バイオマスエネルギーを早期に導入拡大するために、二つのフェーズについ

てテーマを募って大学・民間企業で研究開発を実施することによりバイオマス

エネルギー利用に関わる技術を戦略的に開発し、バイオマスエネルギー導入の

拡大に寄与することを目的とする。 

次世代技術開発においては、2030 年ごろ実用化が見込まれる BTL，微細藻類

といった高効率エネルギー製造の要素技術開発を加速し、一方、実用化技術開

発においては、2020 年までに実用化が期待される既存技術を対象として個別

／全体技術を問わずに事業化に資する技術を開発する。 更に実用化が期待さ
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れるものの普及には大幅な低コスト化を図るため基礎研究に遡った改良を必要

とする要素技術についても、次世代利用技術開発において実施する。 

なお、本制度は総合科学技術会議が進める社会還元加速プロジェクトのうち

「環境・エネルギー問題等の解決に貢献するバイオマス資源の総合利活用」と

して推進するものである。 

(3)目標 

制度として、以下の目標を設定した。 

①次世代技術開発 

2030年頃のバイオ燃料の本格的増産に資する、市場でコスト競争力のあるバ

イオマス由来液体燃料製造技術を開発する。 

②実用化技術開発 

2020年までに実用化が期待されるが、周辺技術や要素技術の不足により実用

化が遅れている既存技術を対象として、個別/全体技術を問わずに事業化に資

する技術を開発する。ビジネスベースに乗るレベルまで設備導入コスト及び

ランニングコストを低減する開発を行い、事業期間終了後５年以内に実用化

を可能とする。  

尚、個別の研究開発テーマの開発目標及び実施内容の詳細は、採択テーマ決

定後にNEDOと実施者との間で協議の上決定し、個別に実施計画書に記載する。 

これらの取り組みにより制度全体としてのアウトカムは、2030年までに輸送

用バイオ燃料の石油依存度を80％に引き下げる目標（新･国家エネルギー戦略 

平成18年（2006）5月経済産業省）の達成に寄与することが期待される 

マネジメント (1)「制度」の枠組み  

①NEDO負担額； 事業期間・開発費（上述）のとおり 

②制度の見直し 

・公募における期間および負担額上限を見直した。（事業期間・開発費のと

おり） 

・中間評価結果に基づき、成果の得られた次世代技術開発事業について、上

限額の撤廃および期間の延長を図り開発を加速した。 

(2)「テーマ」の公募・審査 

①テーマの公募 

・公募開始の一ヶ月以上前に、ホームページ上で公募予告した。 

・公募期間中には川崎および大阪で説明会を開催し、目的や対象技術、提案

書の書き方等を説明した。 

・本制度を広く周知させ、より優れた提案を選択するため、制度の概要を示

した事業パンフレットを作成した。 

（採択事業の増加に対応し、7年間で３版改訂） 

②テーマの採択 

利害関係を配慮した産学界の外部有識者で構成する以下の採択審査委員会

を組織した。 
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次世代技術開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
実用化技術開発 

 

 

 

 

 

 

 

全提案案件について、各委員による審査基準に基づく書面審査を実施した。 

ヒアリングを実施し、以下の案件を採択候補とした。 

・全委員が一致して１点（採択すべき水準にない）を付けた項目がない 

新エネルギー部内で採択候補を確認し、NEDO 契約･助成審査委員会に付議･

決定した。 

採択結果は、応募者へ郵送で通知した。 

審査にあたって委員からいただいたアドバイスやコメントは、必要な場合、

事業者への仕様書に盛り込んだ。 

実施したテーマ一覧を別紙１に記す。 

(3)「制度」の運営・管理 

①テーマ実施におけるマネジメント活動 

個別テーマ毎に、技術有識者で構成する推進委員会を設置した。 

（別紙 2：非公開資料） 

・推進委員会メンバーは事業者が選択し、NEDO が確認する。 

・基本的に、年２回 開催 

・研究アプローチおよび進捗状況について議論 

・必要に応じて計画の修正や予算を変更 

②ステージゲート審査 

ハイリスクな次世代技術開発の個別テーマについては、NEDO に設置する

技術委員会で２年を単位として評価を行い、その結果を踏まえて継続の要否

を判断した。 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

氏名 所属 役職 2010 2011 2012 2013

千葉　忠俊（委員長） 北海道大学 名誉教授 ○ ○ ○ ○

岩本　正和 東京工業大学 資源化学研究所 教授 ○ ○ ○ ○

川井　浩史 神戸大学自然科学系 先端融合研究環内海域環境教育センター 教授 ○ ○ ○ ○

五十嵐　泰夫 東京大学 大学院　農学生命科学研究科 教授 ○ ○ ○

杉山　元 財団法人日本自動車研究所 プロジェクト開発室 研究主幹 ○

横山　伸也 社団法人日本エネルギー学会 副会長 ○

大谷　繁 （株）荏原製作所技術研究開発統括部　技術企画室 参事 ○

森光　信孝 トヨタ自動車(株)　エネルギー調査企画室 プロフェッショナルパートナー ○

高橋　香織 みずほ情報総研（株） シニアアナリスト ○ ○

光川　典宏 （株）豊田中央研究所 バイオ研究室 室長 ○

佐藤 文彦 京都大学 大学院 教授 ○

22（51） 18（37） 11（27） 15（36）

9（21） 7（13） 8（21） 4（11）

2.4 2.6 1.4 3.8

審査委員

応募件数（応募者数）

採択候補（候補者数）

倍率

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

氏名 所属 役職 2010 2011 2012 2013

松田　從三（委員長） 北海道大学 名誉教授 ○ ○ ○ ○

芦澤　正美 （財）電力中央研究所　企画グループ研究プロジェクト企画担当 上席スタッフ（課長） ○

宝田　恭之 群馬大学大学院工学研究科環境プロセス工学専攻　 教授 ○ ○ ○ ○

西尾　尚道 広島大学大学院先端物質科学研究科 分子生命機能科学専攻　 特任教授 ○ ○ ○ ○

羽田　謙一郎 みずほ情報総研（株）環境・資源エネルギー部 温暖化対策戦略チーム　 シニアコンサルタント ○ ○

藤吉　秀昭 財団法人日本環境衛生センター 常務理事 ○ ○ ○ ○

安田　勇 東京ガス（株）技術戦略部　技術戦略グループ マネージャー ○ ○

大谷　繁 東京大学大学院 理学系研究科 NC-CARP PJコーディネーター ○ ○

天野　寿二 東京ガス（株） 基礎技術部　技術研究所 所長 ○

13(15) 10（14） 13（20） 4（9）

4(5) 4（5） 2（6） 2（4）

3.3 2.5 6.5 2.0倍率

応募件数（応募者数）

採択候補（候補者数）

審査委員
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実用化技術開発ではテーマ毎に２年目終了時に進捗を確認し、継続の妥当性

を判断した。 

委員および採択状況は以下のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

③成果のアピールおよびテーマの普及に向けた活動 

すべての実施テーマについて、 

 ・成果報告書は公開データベースで検索／閲覧可能である。 

 ・事業を終了した翌年のNEDO成果報告会にて、発表を行った。 

④加速財源の投入 

成果を最大化するために、次世代技術開発事業の成果の得られたテーマにつ

いて開発を加速した。（制度の見直し） 

成果 (1)目標達成の状況 

プロジェクト終了後のすべての実施事業者に対して行っている追跡調査デ

ータに基づき、テーマごとの実施状況を分析した。 

本分析における段階は以下のとおり。 

中止（中断を含む）／継続（研究および開発）／製品化（上市を含む） 

① 次世代技術開発 

 

 

 

 

2030 頃のバイオ燃料の本格的増産に資する製造技術を開発する目標に対し

て、すべての事業者が研究活動を中止しているテーマは、達成しえないと判

断した。 

従って目標達成率は、89％（=25/28） 

②実用化技術開発 

 

 

 

 

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

氏名 所属 役職 2010 2011 2012 2013

千葉　忠俊（委員長） 北海道大学 名誉教授 ○ ○ ○ ○

川井　浩史 神戸大学 自然科学系先端融合研究環内海域環境教育センター 教授 ○ ○ ○ ○

高橋　香織 みずほ情報総研（株） シニアアナリスト ○ ○ ○ ○

光川　典宏 （株）豊田中央研究所 有機材料･バイオ研究部バイオ研究室 室長 ○ ○ ○ ○

岩本　正和 東京工業大学 資源化学研究所 教授 ○ ○

五十嵐　泰夫 東京大学 大学院農学生命科学研究科 教授 ○ ○

大谷　繁 東京大学 大学院理学系研究科生物科学専攻 NC-CARP PJコーディネーター ○ ○

小野崎　正樹 (一財）エネルギー総合工学研究所 理事 ○ ○

7 （17） 6 （11） 8 （21） 4 （10）

5 （14） 4 （8） 5 （12） 2 （6）

1.4 1.5 1.6 2.0

応募件数（応募者数）

採択候補（候補者数）

倍率

審査委員

BTL 微細藻 その他 トータル

継続件数 8 11 6 25

中止件数 2 1 0 3

達成率 80% 92% 100% 89%

実用化

製品化/継続　件数 10

中止件数 2

達成率 83%
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事業期間終了後５年以内をめどに実用化する目標に対して、すべての事業

者が研究開発活動を中止しているテーマは、達成しえないと判断した。 

従って目標達成率は、83％（=10/12） 

(2)社会・経済への波及効果 

特許出願および論文発表等、以下の波及効果が得られた。 

 

 

 

 

 

 

 

(3)成果の普及に向けた活動 

すべての実施テーマについて、 

・成果報告書は公開データベースで検索/閲覧可能とした。 

・事業を終了した翌年のＮＥＤＯ成果報告会にて、発表を実施した。 

(4)代表的な成功事例を別紙３（非公開資料）に紹介する。 

評価の実績 本制度は平成 23年度（2011）に中間評価を実施し、課題および技術委員のアン

ケートコメントに対して、以下の対応をした。 

・事業パンフレットを作成し、NEDOホームページ上での公開を行うべき。 

対応； 制度の概要を記した事業パンフレットを作成した。採択事業の増加に

対応し、７年間で３版改訂した。 

・成果の得られた次世代技術開発事業については上限額を撤廃し、増額による

一層の加速をすべき。（技術委員コメント） 

対応； 成果の得られた次世代技術開発事業について開発を加速し、成果の最

大化を目指した。（制度の見直し） 

 

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 計

特許出願数 6 10 13 15 13 6 17 80

発表論文数 0 19 31 10 15 9 9 93

フォーラム等 7 58 79 71 92 76 16 399
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次世代技術開発（BTL） 
 

 
  

テーマ名 委託先 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 負担形態

1-①
軽油代替燃料としてのＢＴＬ製造技術開発
－ ＢＴＬプロセスの小型化・高効率化・低コスト化を目指したＦＴ反応装置

中外炉工業 委託

1-②
軽油代替燃料としてのＢＴＬ製造技術開発
－ バイオマスからのバイオＬＰＧ合成

北九州市立大学
日本ガス合成

委託

2 新規カプセル触媒によるバイオプレミアガソリンの一段合成の研究開発
富山大学
株式会社東産商

委託

3
高温燃料ガス中における超燃焼を用いた
ＢＴＬプロセス用ガス改質装置の研究開発

大阪大学
中外炉工業

委託

4
高効率クリーンガス化と低温・低圧ＦＴ合成によるＢＴＬトータルシステムの研究開
発

マイクロ・エナジー
富山大学

委託

5
革新的噴流床ガス化とＡｎｔｉ-ＡＳＦ型ＦＴ合成によるバイオジェット燃料製造システ
ムの研究開発

三菱重工業、三菱日立PS
富山大学

委託

6
水熱処理とゼオライト触媒反応による高品質バイオ燃料製造プロセスの研究開
発

千代田化工建設
鹿児島大学

委託

7 ABC次世代バイオマス液体燃料製造システム技術の開発
石炭エネルギーセンター
岐阜大学

委託

8 高含水バイオマス水熱液化による燃料製造とエネルギー転換技術の開発
東北大学
株式会社アイテック

委託

9
バイオマスから高品位液体燃料を製造する水蒸気―水添ハイブリッドガス化液体
燃料製造プロセスの研究開発

群馬大学
キンセイ産業

委託

別紙１（1/4） 
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次世代技術開発（微細藻） 

 

 
 
 
 

次世代技術開発テーマ名 （微細藻） 委託先 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 負担形態

10 遺伝子改良型海産珪藻による有用バイオ燃料生産技術開発
ユーグレナ、東京大
京都大、高知大学

委託

11 共生を利用した微細藻類からのバイオ燃料製造プロセスの研究開発
ＪＦＥエンジニアリング
筑波大学

委託

12 微細藻類による高効率炭化水素生産プロセスの研究開発
東京大学
東京瓦斯

委託

13 微細藻由来のバイオジェット燃料製造に関する要素技術の開発
ＪＸエネルギー、慶應大
ユーグレナ、日立製作所

委託

14 油分生産性の優れた微細藻類の育種・改良技術の研究開発
中央大学
デンソー

委託

15 炭化水素系オイル産生微細藻類からのDrop-in fuel製造技術に関する研究開発 出光興産 共同研究

16 微細藻類バイオ燃料製造に関する実用化技術強化の研究開発
ＪＸエネルギ、京都大、ヤンマー
近畿大学、製品評価技術基盤機構

委託

17 海洋性緑藻による油脂生産技術の研究開発
DIC、神戸大学
自然科学研究機構

委託

18 微細藻類の改良による高速培養と藻体濃縮の一体化方法の研究開発
IHI、 神戸大学
ちとせ研究所

委託

19 高油脂生産微細藻類の大規模培養と回収および燃料化に関する研究開発
デンソー、中央大学
クボタ、 出光興産

委託

20 好冷性微細藻類を活用したグリーンオイル一貫生産プロセスの構築
電源開発、 日揮
東京農工大学

委託

21 油糧微生物ラビリンチュラを利用したジェット燃料・船舶燃料生産の研究開発
Bits
宮崎大学

委託

別紙１（2/4） 
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次世代技術開発（その他） 
 

 
 
 
  

テーマ名 委託先 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 負担形態

22 反応空間制御による高度バイオマス熱分解技術の研究開発
ＪＦＥエンジニアリング
九州大学

委託

23
非可食バイオマス由来混合糖からのバイオブタノール生産に関わる基盤技術開
発

バイオブタノール製造研究組合
東京工大

委託

24 セルロース含有バイオマスの革新的直接液化技術の開発
ＪＦＥテクノリサーチ
日本大学

委託

25 急速接触熱分解による新たなバイオ燃料製造技術の研究開発
東京大学
明和工業

委託

26 先進的トレファクション技術による高密度・高炭化率固形燃料の研究開発
近畿大学
中外エンジニアリング

委託

27 下水汚泥からの革新的な高純度水素直接製造プロセスの研究開発
東北大学
大和三光製作所

委託

別紙１（3/4） 
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実用化技術開発 

 
 
 
 
 

テーマ名 委託先 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 負担形態

28
高窒素含有廃棄物に対応した無加水循環型メタン発酵システムを目指した脱ア
ンモニアシステムの実用化研究

日立エンジニアリング＆サービス 共同研究

29
乾式メタン発酵技術における主要機器の低コスト化並びに効率的なバイオガス
精製技術及びガス利用システムの実用化

栗田工業 共同研究

30
バイオマス専用粉砕方式による既設微粉炭焚きボイラでの混焼技術の実用化開
発

三菱日立パワーシステムズ 共同研究

31 接触分解法による廃食油からのバイオディーゼル燃料製造の研究開発
フチガミ、
ウェスティックテクノロジー

共同研究

32 石炭火力微粉炭ボイラーに混焼可能な新規バイオマス固形燃料の研究開発 日本製紙 共同研究

33
地域共同有機マス（コ・フェルメンテーション）を用いたエネルギー最適回収方法
及びエネルギー最適利用方法の確立

エネコープ 共同研究

34
生ごみや紙ごみ等の都市域廃棄物による地域エネルギー転換システム実用化
の研究開発

清水建設 共同研究

35
馬鈴薯澱粉製造時に発生する廃水・廃棄物をモデル原料とする水熱可溶化技術
を組み合わせたコンパクトメタン発酵システム

竹中工務店
竹中土木

共同研究

36 木質バイオマスのガス化によるＳＮＧ製造技術の研究開発
IHI
日立造船

共同研究

37 多形状バイオマスガス化発電・未利用間伐材収集効率化の研究開発
古屋製材、ヤンマー、駿河機工
キャタピラーイーストジャパン

共同研究

38 原料の生産・調達、ペレット燃料製造の研究開発
トヨタ自動車
北川鉄工所

共同研究

39 省エネルギー型下水汚泥・し尿汚泥固形燃料化システムの開発
タスク東海
ドゥ・メンテックス

共同研究

別紙１（4/4） 
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２．分科会における説明資料 
次ページより、制度の推進者が、分科会において制度を説明する際に使用した資料を示す。 
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参考資料１ 分科会議事録 



研究評価委員会

「戦略的次世代バイオマスエネルギー利用技術開発事業」（事後評価）制度評価分科会

議事録

日 時：平成 29 年 12 月 20 日（水）14：00～16：05 
場 所：NEDO 川崎本部 1601～1602 会議室 

出席者（敬称略、順不同）

＜分科会委員＞

分科会長 西尾 尚道 

分科会長代理 大谷 繁 

委員 玄場 公規 

委員 若山 樹 

広島大学 大学院先端物質科学研究科 名誉教授

一般社団法人 地球温暖化対策技術会 技術顧問

法政大学 経営大学院 イノベーションマネジメント研究科 

教授

国際石油開発帝石株式会社 再生可能エネルギー・電力事業

ユニット コーディネータ

＜推進部署＞

近藤 裕之 NEDO 新エネルギー部 部長 
板倉 賢司 NEDO 新エネルギー部 統括主幹 
森嶋 誠治 NEDO 新エネルギー部 バイオマスグループ 主任研究員 
太原 信之 NEDO 新エネルギー部 バイオマスグループ 主査 

＜評価事務局＞

保坂 尚子 NEDO 評価部 部長 
前澤 幸繁 NEDO 評価部 主査 
井出 陽子 NEDO 評価部 主任 

参考資料1-1



議事次第 

（公開セッション）

１．開会、資料の確認

２．分科会の設置について

３．分科会の公開について

４．評価の実施方法について

５．制度の概要説明

5.1 「位置付け・必要性について」「マネジメントについて」 
「成果について」

5.2 質疑応答 

（非公開セッション）

６．全体を通しての質疑

（公開セッション）

７．まとめ・講評

８．今後の予定

９．閉会
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議事内容 

（公開セッション）

１．開会、資料の確認

開会宣言（評価事務局）

 配布資料確認（評価事務局）

２．分科会の設置について

研究評価委員会分科会の設置について、評価事務局より資料1に基づき説明した。 
出席者の紹介（評価事務局、推進部署）

３．分科会の公開について

評価事務局より資料 2 及び 3 に基づき説明し、議題 6「全体を通しての質疑」を非公開

とした。

４．評価の実施方法について

評価の手順を評価事務局より資料 4-1～4-4 に基づき説明された。 
５．制度の概要説明

5.1 位置付け・必要性、研究開発マネジメント、成果について 
推進部署より、資料5に基づき説明が行われた。 

5.2 質疑応答 
5.1 の説明内容に対し質疑応答が行われた。 

【西尾分科会長】 ありがとうございました。では、ただいまの説明に対して、これからご

意見、ご質問をお伺いします。先ほどありましたように、質疑の時間も 30 分与えられ

ていますが、5 分前に一鈴あります。発表も時間を守られましたので、その点よろしく

お願いいたします。ご自由に発言していただいて結構だと思います。

【大谷分科会長代理】 事業そのものの評価ということなので、個別の技術について詳細は

問いませんが、実はこの採択とかステージゲートに私も入っているので、余りいろいろ

言うと自分の不手際を指摘するようなことになってしまって、少し矛盾があるかもし

れません。とはいいながら、全体を聞かせていただいて感じたことを申し上げます。

まず 5 枚目のシートの最初の項目の最後のところで、「循環システム・経済、新たな

市場・産業の創出にかかる複雑性」とあります。多分ここが一番重要なところで、従来

の再生可能エネルギーという位置づけとか、あるいは CO2 削減を目標としたエネルギ

ーということがいろいろかかわってくるので、「複雑性」という言葉を挙げていると思

うのですが、市場の複雑性というのは技術だけでは解決できないものがあって、規制面

とか製品の標準化、それから周辺のインフラ整備とか物流、そういった市場創出にかか

わるいろいろな課題があると思うのです。そういうところにどのように関与していた

か。もともと NEDO は変換プロセスというハードのプロセス開発や素材・機器などの
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要素技術開発が主体なので、余りそこのところを最初からとやかくということはなか

ったかもしれませんが、最近は、ほかの省庁や何かでも最終的に社会実装をどのように

するのだということが問題になっていまして、そのときに一番大きな課題は今言った

ようなところなのです。規制、標準化、特に標準化に関しては、日本は遅れているとか、

海外特にヨーロッパはかなり先行してしまって、日本はそれを後追い、ということは産

業技術も後追いになってしまうのですけれども、そういったことが言われています。そ

ういうことをどのようにされていたか、あるいはこの事業に続く今後の 3 つの事業で

そんなところも展開されるのか、それが最初に指摘した PDCA の A の部分だろうと思

うのですけれども、そういった生かし方をされているかどうかが気になっていました。 
 ついでにもう一件、あちこちにいろいろコスト目標とかあります。コスト的に見合わ

ないとか、コスト低減技術とかいうのがあります。これはなかなか難しくて、あちこち

で問題になるのですけれども、結局コストの比較は石油価格に対しての比較なもので

すから、石油というのはいろいろな意味合いがあって乱高下してしまって、これを目標

にして低減目標どうこうというのは難しいなと。これを追うよりもセキュリティとい

うことを考えたほうがいいのかなと思います。ついこの間までアメリカのシェールガ

スがかなり盛んでしたけれども、OPEC の増産で日の目を見ていないというような状

況もありますし、最近見ているとバイオエネルギーその他の再生可能エネルギーもそ

んな憂き目に遭いつつあるのかなと思っているものですから、その辺についてどうさ

れるのか。その 2 点だけお聞かせいただければと思います。

【森嶋主研】 ありがとうございます。ご指摘は大きく分けて 4 つかと存じますが、まず、

社会実装について、インフラ整備をどう図っていくかを考えているのか。次に、それら

に伴って国際的にも遅れている標準についてどう考えているのか。さらに、今実施して

いる他の事業にどうやって継承していくのか。最後は、コスト目標を考えたときに、ど

のようにそれらを考えていくかだったと存じます。

まず、最初の社会実装、インフラ整備をどう図っていくかですが、まず重要な要素と

して、単なる技術の開発にならないように、実際に実施者をどうインボルブさせていく

か、つまり、上流、下流を含めて技術だけを導入して進めるというのではなく、実際に

それを動かしていく実施者をどのように位置づけていけばいいのかとか、そこも念頭

に置きながら事業を検討して参りました。本日は、細かいところの紹介は割愛していま

すが、実際に地域システム等を動かす人たちの中には林業組合とかもおられるかと思

いますので、例えば、バイオマスを集めるときには林業組合とか実際に業をされている

方を巻き込まないといけないし、また、巻き込んだときにも、地権者はどうなっている

のか、そういうところもしっかり精査する。また、出てきたものを燃料だけで使ってい

たら経済性が成り立たないので、付加価値品をつくって経済性を埋め合わせする工夫

を図るとか、そのような検討も図っています。他省庁との関係では、経産省だけでなく、

農水省などとも事業についての議論等も図っており、社会実装を念頭に、単に技術開発
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をして終わりではないということを意識してこの事業を進めてきました。

 次に標準のほうですが、ここは多分、先生のほうが詳しいと思うのですが、結構遅れ

ているところもあり、かつ難しい部分、つまり、林地残材は農水省、廃棄物は環境省、

道の整備は国交省とか、いろいろな所管がありますが、ここをまとめながら国際標準化

とかを意識しながら進めていかなくてはいけないところでございます。もちろん、御指

摘のところは認識していますので、ここをどのようにオールジャパンとして世界に打

っていけるかというところを引き続き考えていく必要があると思っています。

 次に他の事業への継承ですが、繰り返しになりますが、例えば液体燃料という部分に

つきましては、市場の動向、つまり 2020 年以降、旅客機から排出される CO2 を増加

させないという目標が掲げられていますので、より具体的に技術の面で支援できるよ

うな仕組みはないか。また、各市町村に散在している未利用エネルギーとか廃材のよう

なものをいかに効率的に収集するシステム確立していくかというところで、地域自立

システム実証事業で、これまでやっていた事業に加えて、さらに先生方の知見も踏まえ

ながらブラッシュアップしていくことを考えています。その中で、システムをきちんと

普及啓発するようにガイドラインを設けておりまして、そこで広く一般の人たちにも

認知していただくように努めております。

コストの目標については、単純に油価だけで比べるなということですが、そのとおり

でして、単純に安いガソリンと比べてしまうと、原料を集めるだけで高くついてしまう

バイオマスはなかなか勝負にならない。そこは単に高いから仕方ないと割り切ってし

まえばそれまでになってしまいますので、エネルギーインディペンデンス、エネルギー

セキュリティといった観点で、国産で液体燃料を創出できるというのは少資源の日本

において先が見える技術ではないかと思っております。ここはしっかり技術を昇華さ

せながら、なるべく市場のニーズにマッチするところを目指していくというのが我々

の責務だと思っております。そこはしっかり見定めて努めていければと思っておりま

す。

【太原主査】 補足します。コストの点ですが、次世代技術開発では、2 年間の成果を見て、

その後の見込みをステージゲートで評価しました。エネルギー収支とか転換効率を目

標に掲げて応募して、研究の結果、全然低い案件については、流動的な石油価格以前の

問題で、コスト的に全然合わないということでお引き取り願ったということがありま

す。

【大谷分科会長代理】 わかりました。エネルギー収支とかについては、やはり技術評価の

問題ですので、そのとおりだと思います。先ほどのコスト面とか規制面、標準化につい

ては、いろいろ説明いただいて、ここの課題として重要だと思うのですけれども、多分

NEDO だけの問題ではなくて、経産省の問題でもあるし、上のほうがほかの省庁と調

整してくれなければどうしようもない。新しい市場というのは政府が主導してつくっ

ていかなければいけない分野もありますからそんな動きも望まれますし、あるいはそ
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ういった課題を PDCA の A、アクションとして今後の課題として残しておいていただ

ければと思います。

【西尾分科会長】 よろしいですか。ありがとうございました。では、私から。先ほどの続

きになるのですが、コストの面で、今は 2 年ごとに見直して、ある程度考えたという

ことでしたが、例えばバイオエタノールですと、もっと具体的に、100 円/L ぐらいだ

ったですか、かなり厳しいコストを出していましたけれども、このバイオ燃料の場合に

も、液体燃料の場合にも、それに見合うといいますか、そのオーダーぐらいの目標を持

っていたのでしょうか。

【森嶋主研】 この制度自体では具体的な数字は定めておりませんが、コストについては、

意識しながら技術開発を進めていたという事実はあります。1 つのメルクマールとし

て、例えばエタノール製造は 70 円/L、今走っているバイオジェット燃料 PJ ですと 120
円/L というかなり高い数字はあります。本日の制度から外れてしまうのですが、セル

ロースの総合技術開発では、エタノール製造のプロセスにおいては製造価格 70 円/L と

いう見通しが立ったというところまではこぎ着けています。それを今度はどう展開し

ていくかというところになると思います。バイオジェット燃料も、製造の過程で出てき

た副生成物をどのように付加価値を付けて高くしていくかというところで、なるべく

高い数字に近づけるような努力は今現在もやっているところです。この制度自体のと

きもコスト意識はしていたのですが、そこは目標には、明記していなかったところで

す。

【西尾分科会長】 ありがとうございました。

【玄場委員】 私は 3 つほどありまして、簡単な方からすると、14 ページの推進委員会、

これはほかの NEDO のプロジェクトでもやっていますか。 
【森嶋主研】 ほかの事業でもやっているものとやっていないもの、技術検討委員会という

NEDO が組織するものと、各委託先が組織して NEDO が内容を確認する推進委員会

というのがありまして、本事業ではやっております。ほかの NEDO 事業が全てやって

いるかというところについては、手元に資料はないのですが、第三者の知見を踏まえて

進めていく必要があるというものについては、やっているものがあると思います。た

だ、他の事業すべてが例外なく組織しているかというのは確認しておりません。

【玄場委員】 これは結構いい仕組みだと思いますので、うまく横展開とかができたらいい

かなと思うのと、これは委員会ですけれども、プログラムディレクターとかプログラム

オフィサーの制度はご存じですよね。1 人の方がアドバイザーとしてかなり深く入り込

む、JST とか海外のプログラムでもやっている。そういった制度とこちらのどちらを

採用しようかということを考えられてやったのですか。

【森嶋主研】 JST の制度も承知しておりますし、NIH、DARPA、DOE 等の制度も意識

はしております。意識しているという意味はどういうことかというと、NEDO 全体が

制度をどのように進めていけばよいかについては、考えておりまして、今回ご紹介して
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いるこの制度も、何もここだけではなくて、オール NEDO としていろいろ革新してい

こうという動きの中での 1 つの業務となっております。では他の制度を単純に移植す

ればうまくいくかというと、決してそうではなくて、そこはカスタマイズ、ローカライ

ズ、モディファイしながら、うちの制度に見合う形でシナジー化させていくというとこ

ろで、ほかのところを参考にしつつ取り込んでいます。

【玄場委員】 そのように考えているのなら、とってもいいと思います。この推進委員会は

すごくいいと思うのですけれども、プログラムオフィサーとかプログラムディレクタ

ーの制度は良し悪しなので、いろいろとお考えいただいてもいいかなと思いまして。た

だ、全体的に放ったらかしのものもありますよね。私は NEDO に伺ったところで、委

託した後は基本的にはお金だけの話で進捗を放ったらかしているところもあって、そ

れでうまくいかないとか、後の祭りみたいなのが結構あったりする。それよりこういう

ものがいいかなと思いまして、コメントと質問をしました。もう一個は、24 ページで、

（1）の次世代技術開発は継続が 89%ですね。実用化の製品化・継続は 83%。これは非

常に高いと思うのですけれども、これはなぜ高いかというのは何か考えがありますか。 
【森嶋主研】 これをどういう形で評価したらいいのか、いろいろ考えたわけですが、まず

1 つは、先ほどの指摘のとおり、お金だけもらって金の切れ目が縁の切れ目というもの

にならないようにしなくてはいけないと考えています。そうすると、この制度の 1 つ

の結果は何かというと、事業期間中に人づくりができて、ネットワークができて、新た

に研究を続けようということにつながっているというものが 1 つの制度の成果ではな

いかと判断して、このようにしております。では継続率がなぜこんなに高いかというと

ころですが、バイオマスというのは、研究自体は足の長いもので、一朝一夕に全て解決

できるというものではありません。ここにかかわってきた研究者の方々が引き続き努

力しているのがこの成果につながっているのかなと思っております。もちろん放置す

るということではなくて、意見交換とか、あるものは次の事業に移っていくものもあり

ますので、そのようなコミュニケーション、ネットワークも含めて継続というのが多い

のかなと思っています。

【玄場委員】 技術の特性上、成功率が高いというとマネジメント上おもしろくないので、

マネジメント上こうしたから成功率が高かったかどうかなんていうことを少し検討し

てもいいかなと思いました。もう一つ、このプログラム自体の評価ではないのですが、

こういった事業を決めるときにどうやって決めているのかというのも少し検討しても

いいのかなと。今、先生方も指摘のとおり、上で決めていることがあるから仕方ないと

は思うのですけれども、どうやって決めているかというと、多分、政策があって、海外

動向があって、ほかの先生方の話を聞きながら何となく決められている。何となくと言

うとあれですけれども、こういう感じということで決められると、必ず後追いになるの

です。それはしようがないのです。必ず後追いになるのは仕方がない。ある程度動向が

あったり先生方が知っている話ということになるわけで。全部が全部後追いではなく、
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全部であまりリスクのあるものをやってもしようがないのですけれども、何か我が国

で打ち上げる、ほかの国は全然やっていないけれども我が国だけでやっているような

ものとか、あるいは政策的にまだ打ち上げられていないものを NEDO さんがやってい

くというようなことができる事業の決め方があってもいいかなと思いました。これは

完全にコメントになってしまうかもしれないですけれども。

【森嶋主研】 背景としましては、最初にあった政策というのでまず花火が上がって、花火

を上げるときはすごくバラ色の世界になってしまっているのです。ただ、例えば原料が

それだけ集まるのか、誰が実業を背負うのか等、そこら辺が抜けた形が多いものですか

ら、そうならないように、まず利用の可能性、例えばバイオマスですと、資源が十分に

あって技術開発によって改善できる可能性があるものというところを意識して絞り込

んでいったという工夫を行っています。あとは後追いにならないというところですが、

先ほどの 120 円/L のコストの話ではないですけれども、さらに先の市場を見通したと

きに、どういう技術を、コストが合わないから切るとかではなくて、育てていくかとい

うようなところを意識した形で採択の審査を実施するというような工夫を図る努力を

しております。

【玄場委員】 私も無茶を言っている感じがするのですけれども、この事業が悪いと言って

いるわけでは全くないのです。つまり、バイオジェット燃料が必要だからどうしようか

という話になっているのですね。でも、ご存じだと思いますけれども、例えば飛行機も

電池でやろうかなんていう話だってあるわけです。そういった本当に先進的なところ

がどうやったらテーマになるのかなと思いまして、今の事業の決め方からするとなか

なか難しいですよねということで、これはコメントです。どうやったらいいか、多分な

かなかないのですけれども。難しいところですが、そういったこともマネジメントとし

ては考えていいかなと思いました。

【森嶋主研】 ありがとうございます。引き続き先生のコメントをいただきながら改善して

いきたいと思います。

【近藤部長】 補足させていただきますと、途中でおっしゃいましたプログラムディレクタ

ー、プログラムオフィサーの話ですが、NEDO の中ではプロジェクトマネジャー、プ

ロジェクトリーダーという制度をとっていまして、プロジェクトマネジャーは NEDO
の職員または出向者がなってマネジメントをする、プロジェクトリーダーは事業者の

トップが、大学の先生の場合が多いのですが、リーダーとなって専門的な知見から全体

を引っ張る。そういう制度をとっています。それから、テーマの決め方ですが、板倉が

併任でかかわっているのですが、技術戦略センターというのが NEDO の中にできまし

て、国のプロジェクトを立ち上げる際には、その 2 年前から調査をして、海外の動向

とか日本の強み等の分析をして、戦略を作り、その後プロジェクトにつなげていくとい

うような仕組みです。

【若山委員】 まずは 7 年間にわたってこれだけの予算をつけて、日本のバイオマスエネ
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ルギーやバイオロジカルなバイオエネルギー技術の底上げができたのかなと考えてお

ります。ただし、2030 年を目指すという話の中で、この段階というか、今度の NEDO
バイオジェット事業もそうですけれども、40 テーマから一気に 2 テーマに絞られ、新

たに NEDO 地域連携事業ということがあるのかもわかりませんけれども、敗者復活な

のか、違った事業なのか、2030 年までうまく続けていけるような、最後まで面倒をみ

るような仕組みがあってもいいのかなという気がしました。

あとは、コストの話は弊社でも非常に頭が痛いところで、事あるごとに講演とかで言

っているのですけれども、バイオ燃料になると急に原油価格と同価格比較されてしま

うのはおかしいと思っています。再生可能エネルギーの FIT と同じと位置付けられる

ので、そういう政策設計をしてあげないと、80 円/L なり 70 円/L といったところで、

エネルギー供給事業者はなかなか買わないということになりますので、そこは 500 円

/L なら 500 円/L と言ってしまっても、ある意味、研究者の社会的責任として良いのか

なという感じがいたします。

あとは、先ほど金の切れ目が縁の切れ目というお話がありましたけれども、企業から

するとまさにそういうところがあって、NEDO プロをいただいているから、その間は

生かしてやるよ、研究したかったらお金を持っておいでというところもあったりしま

すので、細く長くがいいのか、加速予算みたいなのでどかんとつけたほうが進むのかと

いうところからすると、2 年間で縛っていくというのは少し短いような気がいたしま

す。特に次世代というフレーズがありながら 2 年間で物にならなければだめよという

と、一体 2030 年は何を見ていけばいいのだという感じがしましたので、次の事業等々

でそういうところは反映していただければと考えています。以上です。

【森嶋主研】 ありがとうございました。これは半分コメントというか、応援として受け取

ってよろしいですかね。今は予算の話とか全体の話もあって、「ジェット」と「エタノ

ール」と、「地域」という柱になっていますが、その後、引き続き新たな技術とかが勃

興してきて、また次の制度を組み立てるときにはもちろん考えていかなければいけな

いのかなとは思っています。

あとは、コストのところで、ここも NEDO 所管の技術開発というところからははみ

出してしまうところもあるのですが、そこは政策を担う経産省側とも同じような認識

で日頃よりディスカッションしているところですので、そこら辺の意思疎通を引き続

き図っていければ、NEDO という枠にとらわれないで、経産省や他のところともシナ

ジーを図っていけると思っています。

あとは、支援のところで 2 年で終わってコストが見合わないからさよならというと

ころは、実際にはステージゲートでそのままざくっと切ったというのではなく、企業自

らが経営判断としてこの事業は無理だから手を引いたというものもあり、決して

NEDO が単純に切ったものではないというところもご承知おきいただければと思いま

す。
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【太原主査】 次世代技術開発の期間が基本 2 年は短いというご指摘について、確かにそ

の感はあります。ですが、次世代技術開発は要素研究であり、想定した結果が必ずしも

得られないというリスクがあります。2 年後に状況を確認し、順調に成果が得られた場

合には延長する一方で、先生方から可能性がないと認められたテーマについてはお引

き取り願うというステージゲートの制度を設け、限られた予算で最大限の成果が得ら

れたと考えています。

【西尾分科会長】 6 ページの、最後のところは商業化となっていますね。ほかの文面でも

2030年に商業化が見込まれるというような表現があったと思うのです。それに対して、

7 ページになりますと、「2030 年ごろ本格的増産が見込まれる」とえらいトーンが強

くなっているのですけれども、何かそれに確信が持てるような事実があったのでしょ

うか。見方の変更といいますか。

【森嶋主研】 2020 年の商業化というのは、エタノール製造の一貫製造においての商業化

をここで見込んでいるということです。2030 年の星については、次世代技術開発の延

長になるわけですが、言葉でいくと、さらにプラス 10 年ですので、そのころには技術

のブレークスルーとか市場の活性化が図られるのではないかということで、このよう

な表現にしています。

【西尾分科会長】 次世代技術開発は、エタノールは入っていないわけですよね。

【森嶋主研】 こちらはもっと要素技術というか、増産を意識したものではなくて、もう少

しいろいろ戦略的な技術があるのではないかということで、ここで議論しています。一

方、こちらはかなり製造を意識したものという形で制度構成を行っています。

【近藤部長】 今、後継プロジェクトでバイオジェット燃料というのが立ち上がっておりま

すけれども、これはまさに 2030 年に実用化を目指しておりまして、120 円/L のバイオ

燃料、通常のケロシンと同等の価格で提供できるところを目指して、2020 年までのプ

ロジェクトですけれども、それまでに道筋をつけるというところで、後継プロジェクト

で 2030 年をターゲットに置いて引き続き行っています。

【太原主査】 本格的増産は IEA Technology Roadmap 2011 における 2030 年の展望であ

り、NEDO の独自の判断ではありません。 
【西尾分科会長】 そういう表現が使ってあるわけですね。

【太原主査】 そうです。Cool Earth ロードマップでも 2030 年ごろの飛躍的な低コスト

化・高効率化が示されています。

【西尾分科会長】 「商業化」はわかるのですけれども、「本格的増産」だと少し意味合い

が違うのではないかと思ったものですから。

【大谷分科会長代理】 また本題からずれるような質問というか提案ですけれども、前の別

の評価委員会でも申し上げたのですけれども、波及成果みたいなものはどのように扱

われるのかなと。この事業の本題ではないし、目的からずれるのですけれども、技術開

発を進める段階で、例えば、目標値を達成できなかったけれども、要素技術や何かでこ
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んなことがわかったとか、このようにすればこういう機能も出てきたとか、そのような

ことはあるわけで、これは波及成果として早期に実用化とか従来製品に組み込める可

能性がたくさんある。今までNEDOのプロジェクトはそういうのが結構あったのです。

そういったものをこの評価の中で扱えるのかどうか、よくわからないのですけれども、

そんなところを少し見ておいたらどうかなと思います。実は、「国の研究開発評価に関

する大綱的指針」とか省庁の評価指針の中で先ほどから言っている PDCA というのが

出てくるのですけれども、その中でも A というのは、このプロジェクト成果をもって

そのプロジェクトの次のステップへ進むためということしか書いていないのです。関

連する派生分野とか、新しい課題をどう扱うかとか、そこまではなかなか表現されてな

いのですけれども、せっかく国のお金を使ってこのように広範囲に産学官の知見を集

めてやるのですから、そのような展開も抽出して評価しておくべきかなと思っていた

のですけれども、いかがでしょうか。

【保坂部長】 評価部から。もっともな意見で、NEDO の評価は、本件も含め全て、そこ

から出た波及効果は評価いただくことになっています。本件で言いますと、資料 4－2
で示す通り「3．成果について」という項目で、「社会・経済への波及効果が期待でき

る場合、積極的に評価する」と、むしろ積極的に評価するという位置づけでやっており

ます。

【大谷分科会長代理】 ありがとうございます。

【西尾分科会長】 最後にもう一つ、25 ページで、基本的な事柄ですけれども、特許出願

をたくさん出しておられますね。数が多いのはもちろんいいのですけれども、今の波及

効果というのも考えて、基本特許といいますか、基本的になるような事柄、例えば微細

藻類ですと、新しい藻類を使うとかいうことになるのではないかと思うのですけれど

も、当面は目標値まで行かないにしても、何か基本を成すような特許はあるのでしょう

か。どれが基本というのは難しいですけれども、波及効果が大きいであろうというも

の。

【森嶋主研】 この制度評価をするに当たって、精緻に特許を一件一件全部確認したという

のは実はまだありません。ただ、それが本当に根っことして重要なものか、そうでない

ものかというところはこの瞬間わかるようなものでもないところもあるので、そこを

どうしていくかというのは次の制度に向けた課題になるのではないかと思っておりま

す。数ではないというのはそのとおりで、それが本当にどのぐらいキラーコンテンツに

なるのか、インパクトがあるのかというのは、出願しただけのところだとどうしてもわ

からないところがあるので、そこはそういう視点も踏まえながら、次の制度設計構築に

つなげていければと思います。

【西尾分科会長】 ありがとうございました。では、予定の 3 時半になりましたので、ここ

で閉じたいと思います。

【近藤部長】 冒頭の大谷先生の市場創出、社会実装の点で補足しますと、国の規制はもち
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ろん大事だと思うのですが、研究開発機関としてもまだやれることはあると思ってい

まして、今、後継プロジェクトの 1 つで地域自立バイオマス実証というのをやってお

りますけれども、これは採択案件からエッセンスを抜き取ってガイドブックをつくっ

ておりまして、これを使ってセミナーをやったり、個別相談に応じたりして、コンサル

タント的な相談に応じたり、こういったことも NEDO としてやっております。また、

バイオジェット燃料も、研究開発だけではなく、エアラインとの連携とか、あるいは原

料調達をしてくれるどこのメーカーと組めばいいかとか、そういったビジネスモデル

を技術委員会等でも精査しながら進めているところです。

【西尾分科会長】 ありがとうございました。

（非公開セッション）

６．全体を通しての質疑 

省略

（公開セッション）

７．まとめ・講評

【西尾分科会長】 7 の「まとめ・講評」です。10 分間見ておりますので、各自 2 分とい

うことで、若山委員から最後の私ということで講評をいただきたいと思います。では、

若山委員からお願いいたします。

【若山委員】 先ほど私のコメントでも申し上げたとおり、この事業によって日本のバイ

オマスエネルギー、バイオエネルギー技術の底上げができたというのは非常に評価で

きる部分かと思っております。繰り返しになりますけれども、2030 年のエネルギー、

本当に商用化なのか、実用化というか事業化なのか、いろいろな定義があるかと思い

ますけれども、引き続きこれに類する事業を進めていただければと考えております。

以上です。

【玄場委員】 おっしゃるとおりで、これでかなり基礎技術は固まっているし、実用化が

見えているものが結構あるということであれば、かなり思い切って波及効果の数字を

出してしまうとか。どうせ出したら必ず批判を浴びるのですけれども。その推計はお

かしいとか。さらに関係なく、これだけ売り上げが上がっているとか、これだけもう

かっているとか、これだけ付加価値があるとか、いろいろな言い方があると思うので

すけれども、前提条件はこれだけれども、80 億の税金を使ったけれどもこれだけもう

かっているとかというのは見たことがないので、それぐらい出してもいいのかもしれ

ないと思っています。以上です。

【大谷分科会長代理】 私は長い間、環境技術も含めてバイオエネルギーをやってきて、

ずっと思っていたのは、なかなか市場化できない、企業にとって事業になり切らない
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というのをずっと懸念していたというか、悩んでいたのです。最初の質問にあったよ

うに、新たな市場づくりの場合は民間企業だけではできないと感じていました。新し

い市場をつくる阻害要因としては、もちろん石油価格もあるのですけれども、規制、

標準化といったところが大きいのです。それができなければ、再生可能エネルギーも

そうですけれども、バイオエネルギーというものは、地域のかなり小さい市場から始

まって、広域市場に対応する大規模化、あるいはバイオマス原料生産や製品の物流も

これまでのエネルギー市場とは異なるし、企業や事業体は従来にないような事業経営

をしなければいけないものですから、なかなか広まっていかないのではないかと思っ

ております。民間企業には直接できないが、政府主導だからできることとして規制の

改変あるいは標準化、さらに言えば周辺のインフラ整備、そんなところも、きょうは

経産省さんもいらっしゃるので、どんどん進めていただければどうかと思います。従

来、そういった課題は NEDO の扱っている技術開発事業にはなかなかなじまないかも

しれないのですけれども、長年やってきて、将来の実用化あるいは社会実装といった

ことを評価する段階になるのであれば、今後の課題として挙げていただければいいの

ではないでしょうか。先ほど近藤部長が、技術戦略研究センターでしたか、そちらで

新しい課題を抽出しているとおっしゃっていましたけれども、できればそういった社

会科学的なテーマも今後扱っていただければと思っています。それから、蛇足ですけ

れども、先ほど、例えば高度な技術とか、少し批判的なことを言いました。合成触媒と

か高機能の製品がどうこうと言いましたけれども、これはある意味で別の用途でもの

すごいいい成果が得られる可能性があるわけです。だから、これも先ほど言いました

けれども、当初の目的にはなかったけれども、こんな使い方をすればこのようないい

機能が発揮できるというようなこともこれからいろいろ新しい課題を構築できるので

はないかと思いまして、そんな見方もしていただければいいのではないかと思ってい

ます。以上です。

【西尾分科会長】 次世代技術開発と実用化技術開発と二本立てで行かれたわけですけれ

ども、次世代技術開発の中で微細藻類を取り上げられても、これは納得できるのです

けれども、その中で例えば推進委員会というのを設けておられます。技術有識者で構

成する推進委員会があって、そこには研究アプローチ及び進捗状況について議論する

とあります。微細藻類といえば大概光合成を取り上げるのですけれども、光合成だけ

ですと生産性は面積になります。それに対して、もしタンク培養できるのであれば体

積で勝負できます。光はある面でメリットなのですけれども、生産性という面で見る

とものすごくデメリットなわけです。微細藻類を扱われる場合に、ヘテロトロフとい

いますか、従属栄養で増殖させるというような観点がこのどれにも入っていないよう

なものです。ラビリンチュラが唯一のあれですけれども。それと、ミキソトロフとい

いまして、両方使えば、光のエネルギーも利用できますし、そこに有機物があっても

利用できるということで、できる内容物は有用なものと多少ずれてくるかもしれませ
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んけれども、その辺は運用の仕方でどうにもなるように思うので、まず生産性を上げ

るためにはヘテロトロフ、それに加えてミキソトロフ、そういう議論を、研究を推進

する面で進めてもらうというような方向づけがあってもいいのではなかったかと思い

ました。実用化技術の面では、メタン発酵で言えば、2 つ乾式に近いのがありますよ

ね。廃棄物ということになりますと、排出処理と違ってそのままで処理したいわけで

すので、乾式あるいは水分の低い状態で処理したいので、それはそれなりに高く評価

できるのですけれども、その前に、特許にもなりましたけれども、乾式メタン発酵す

るにつけて日本の本当の技術があったのかどうかというのが気になるところです。大

谷委員も言われましたけれども、事業化するというのはなかなか難しいのです。そう

いう面で、大概はヨーロッパで開発された技術を持ってきてそれを高度に利用すると

いうのが大体今まで通ってきた道ではないかと思うのです。それに対して、栗田を初

めとして使っておられる乾式メタン発酵は独自の技術だったのかどうか。あるいはも

っと言えば、それは特許になっているかどうかということが気になりました。以上で

す。

【前澤主査】 どうもありがとうございました。それでは、板倉統括主幹から一言お願い

いたします。

【板倉統括主幹】 本日は、お忙しいところを熱心に評価いただきまして、ありがとうご

ざいました。先生方のおっしゃるとおり、バイオマスの燃料については、相手が石油

ということもあって、市場を開拓するのがものすごく厳しい状況であります。これを

何とか解決するという点で、政府の文書においても、こういう問題があるのだけれど

も推進しなくてはいけない、ただし技術開発動向を見据えてというのが通常入れてい

ただいている文章になっています。この事業についてもバイオマス利用の技術の総ざ

らいをしたという位置づけでもあったと思いますので、これをまた評価いただいて、

次のプロジェクトに生かしていきたいと思っております。今までのマネジメントが本

当によかったのかというのをもう一度原点に立ち返って、先生方のコメントも十分咀

嚼して次のプロジェクトに生かしていきたいと思っております。本日はどうもありが

とうございました。

【西尾分科会長】 それでは、以上で議題 7 を終了したいと思います。 

８．今後の予定

９．閉会
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参考資料２ 評価の実施方法 



参考資料 2-1 

NEDO における制度評価・事業評価について 

1. NEDO における制度評価・事業評価の位置付けについて

NEDO は全ての事業について評価を実施することを定め、不断の業務改善に資するべく

評価を実施しています。

評価は、事業の実施時期毎に事前評価、中間評価、事後評価及び追跡評価が行われます。 
NEDO では研究開発マネジメントサイクル（図 1）の一翼を担うものとして制度評価・

事業評価を位置付け、評価結果を被評価事業等の資源配分、事業計画等に適切に反映させ

ることにより、事業の加速化、縮小、中止、見直し等を的確に実施し、技術開発内容やマ

ネジメント等の改善、見直しを的確に行っていきます。

図 1 研究開発マネジメントサイクル概念図 

2.評価の目的

NEDO では、次の 3 つの目的のために評価を実施しています。

(1)業務の高度化等の自己改革を促進する。

(2)社会に対する説明責任を履行するとともに、経済・社会ニーズを取り込む。

(3)評価結果を資源配分に反映させ、資源の重点化及び業務の効率化を促進する。

3. 評価の共通原則

評価の実施に当たっては、次の５つの共通原則に従って行います。

(1)評価の透明性を確保するため、評価結果のみならず評価方法及び評価結果の反映状況

を可能な限り被評価者及び社会に公表する。

(2)評価の明示性を確保するため、可能な限り被評価者と評価者の討議を奨励する。

(3)評価の実効性を確保するため、資源配分及び自己改革に反映しやすい評価方法を採用
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する。 
(4)評価の中立性を確保するため、外部評価又は第三者評価のいずれかによって行う。 
(5)評価の効率性を確保するため、研究開発等の必要な書類の整備及び不必要な評価作業

の  重複の排除等に務める。 

 
4.制度評価・事業評価の実施体制 
  制度評価・事業評価については、図 2 に示す実施体制で評価を実施しています。 
 ①研究評価を統括する研究評価委員会をＮＥＤＯ内に設置。 
②評価対象事業毎に当該技術の外部の専門家、有識者等を評価委員とした研究評価分科会

を研究評価委員会の下に設置。 
③同分科会にて評価対象事業の評価を行い、評価報告書が確定。 
④研究評価委員会を経て理事長に報告。 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 

図 2 評価の実施体制 

 
 
5. 分科会委員 
  分科会は、対象技術の専門家、その他の有識者から構成する。 
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「戦略的次世代バイオマスエネルギー利用技術開発事業」の事後評価 
に係る評価項目・基準 

 
 

1. 位置付け・必要性について 

(1) 根拠 

 ・実施期間を通じて総体的に、政策における「制度」の位置付けは明らかであったか。 

 ・実施期間を通じて総体的に、政策、市場動向、技術動向等の観点から、「制度」の必要性は明らかであ

ったか。 

 ・実施期間を通じて総体的に、NEDO が「制度」を実施する必要性は明らかであったか。 

(2) 目的 

 ・「制度」の目的は妥当であったか。 

(3) 目標 

 ・「制度」の目標は妥当であったか。 

 

2. マネジメントについて 

(1) 「制度」の枠組み 

 ・目的、目標に照らして、「制度」の内容（応募対象分野、応募対象者、開発費、期間等）は妥当であった

か。 

 ・目的、目標に照らして、「テーマ」の契約・交付条件（研究期間、「テーマ」1 件の上限額、NEDO 負担率

等）は妥当であったか。 

(2) 「テーマ」の公募・審査 

 ・「テーマ」発掘のための活動は妥当であったか。 

 ・公募実施（公募を周知するための活動を含む）の実績は妥当であったか。 

 ・公募実績（応募件数、採択件数等）は妥当であったか。 

 ・採択審査・結果通知の方法は妥当であったか。 

(3) 「制度」の運営・管理 

 ・研究開発成果の普及に係る活動は妥当であったか。 

 ・「テーマ」実施に係るマネジメントは妥当であったか。 

 ・「テーマ」評価は妥当であったか。 

 

3. 成果について 

 ・最終目標を達成したか。 

 ・社会・経済への波及効果が期待できる場合、積極的に評価する。 

 

 
 
 



 

 

 
 
  
 

 

本評価報告書は、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開

発機構（NEDO）評価部が委員会の事務局として編集しています。 
 

平成３０年３月 

 

 

 NEDO 評価部 

 部長 保坂 尚子 

 担当 前澤 幸繁 

 

＊研究評価委員会に関する情報はNEDOのホームページに掲載しています。 

（http://www.nedo.go.jp/introducing/iinkai/kenkyuu_index.html） 
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